
和06年  12月 16日

中施策事業名
収納管理事務 部課名 市民生活部・債権管理課

作成者 髙垣　茂晴

①めざすまちの姿
24 税収が確保され、持続可能な財政運営となっている

②大施策
収入を確保し、持続可能な財政運営を行う

③中施策
税収を増やす等、収入を確保する

④中施策事業の対象
納税者

⑤中施策事業の意図
現年度の収納率が向上し、市税が確保されている  

(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・過誤納金処理事務・口座振替処理（口座推進事業）事務、・収納データ取込・消込事

務、・出票（作成・金融機関送付含む）事務、・督促状（作成・調査含む）事務、・徴
事務事業(手段) 収連絡票記入事務、・納税貯蓄組合関係事務、・徴収嘱託事務

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

収納率（現年分）事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

目標値 99 99 99 99 99 99

実績値 99.46 99.48
単位 ％

事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 34,154千円 13,811千円

a 事業費合計 34,154千円 13,811千円 20,365千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 34,154千円 13,811千円

市民一人あたりコスト 496 円 201 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

Ａ

令和５年度から運用を開始した地方税共通納税システム対象税目の拡大及び統一ＱＲコー

上記までの評価 ドは、令和４年度にシステム改修が完了したため、前年に比べ改修費分が減額となった。

指標、コスト、各

項目評価の観点

からの分析

■改善案の検討

地方税共通納税システム対象税目拡大及び統一ＱＲコード対応事業の運用開始により、一

定の目標を達成しているが、義務化されていない税目についても追加の

■

必要性について検
現年

評

度に実施可
討していく

価

。
能な改善･調整事

項

評

標準化システムを見据

価

えた地方税共通納税シ

項

ステム対象税目の拡大

目

等を検討する。

翌年度

内

以降に実

施可能な改善

容

･調

整事項

事業名 内容

評

、理由、時期等

今後、

価

改善･拡大

する事業

事

結

業名(仮称) 内容、理

果

由、時期等

今後、実施

成

すべき

新規事業

事業名

果

内容、理由、時期等

今

指

後、休廃止する

事業

標は目標値を達成していますか 目標達成 ○

 （１）有効性 大施策に貢献して



和06年  12月 16日

中施策事業名
滞納整理事務 部課名 市民生活部・債権管理課

作成者 髙垣　茂晴

①めざすまちの姿
24 税収が確保され、持続可能な財政運営となっている

②大施策
収入を確保し、持続可能な財政運営を行う

③中施策
税収を増やす等、収入を確保する

④中施策事業の対象
納税者

⑤中施策事業の意図
収納率を向上させて、市税が確保されている

(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・市税の徴収金に関する事務、・滞納者への催告事務、・滞納者への財産調査事務、・

相続人調査事務、・滞納者の財産差押処分の執行事務、・破産、競売事件等に係る交付
事務事業(手段) 要求事務、・差押財産の換価事務（公売）、・市税の納税猶予に関する事務、・執行停

止及び不納欠損に関する事務、・納税相談、・電算事務

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

収納率（滞納分）事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

目標値 30 30 31 32 0 0

実績値 50.33 53.84
単位 ％

事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 11,694千円 11,821千円

a 事業費合計 11,694千円 11,821千円 15,527千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 11,694千円 11,821千円

市民一人あたりコスト 170 円 172 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ コストを縮減して目標が達成できた ○ Ａ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

Ａ

令和５年度の目標値は、昨年度、一昨年度に引き続き目標を達成するだけではなく、高水

上記までの評価 準の収納率を維持できており、大施策に大いに貢献できた。具体的には、数多くの財産調

指標、コスト、各 査を行い、預金差押をはじめ多数の給与や売掛の差押を執行した。さらに、尾三地区滞納

項目評価の観点 整理機構派遣職員が中心となり、複数の任意公売の実施による不動産の滞納

■

処分や、捜索

からの分

評

析 、車両の差押など、

価

動産の滞納処分も行う

評

ことで、様々な種類の

価

財産の処分を職員に経

項

験

をさせることができ

目

た。

■改善案の検討

令

内

和６年度は、預貯金照

容

会の電子化サービスの

評

利用によって財産調査

価

を短期間で行うこと

が

結

可能となる。それに伴

果

い、調査後の滞納処分

成

を効率的に行うことで

果

、収納率の維持・向
現

指

年度に実施可
上が望め

標

る。また、収納コール

は

センターによる納税勧

目

奨を行うことで、滞納

標

者の自発的な
能な改善

値

･調整事
納税を促すこ

を

とができる。
項

令和７

達

年度以降は、課全体と

成

して、徴収レベルの維

し

持や、徴収の方針の後

て

継に力を入れて

いきた

い

い。
翌年度以降に実

施

ま

可能な改善･調

整事項

す

事業名 内容、理由、時

か

期等

今後、改善･拡大

目

する事業

事業名(仮称

標

) 内容、理由、時期等

達

今後、実施すべき

新規

成

事業

事業名 内容、理由

○

、時期等

今後、休廃止

 

する

事業

（１）有効性 大施策に貢献して



和06年  12月 16日

中施策事業名
債権管理事務 部課名 市民生活部・債権管理課

作成者 髙垣　茂晴

①めざすまちの姿
24 税収が確保され、持続可能な財政運営となっている

②大施策
収入を確保し、持続可能な財政運営を行う

③中施策
税収を増やす等、収入を確保する

④中施策事業の対象
以下債権の滞納者

・後期高齢者医療保険料・介護保険料・保育所保育料

⑤中施策事業の意図
税以外の強制徴収債権の収納率を向上させて税外債権が確保されている

(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
税外収入金に関する事務

事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

保育料収納率（滞事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
納分）

目標値 29 30 31 32 0 0

実績値 52.1 74.92
単位 ％

介護保険料（滞納事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
分）

目標値 29 30 31 32 0 0

実績値 42.03 48.22
単位 ％

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 0千円 0千円

a 事業費合計 0千円 0千円 0千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 0千円 0千円

市民一人あたりコスト 0 円 0 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ コストを縮減して目標が達成できた ○ Ａ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

Ａ

令和５年度は、保育料、介護保険料ともに目標値を大幅に上回り目標値を達成できた。保

上記までの評価 育料・介護料は前年比で収納率が下回っているが、滞納調停が年々減少していることが収

指標、コスト、各 納率に影響したと考えられる。引き続き高い収納率を保てるよう滞納整理を進めていきた

項目評価の観点 い。コスト面では、税と一体的に徴収を行っているため、人件費程度で支出

■

が抑えられて

からの分

評

析 いる。

■改善案の検

価

討

令和６年度は、十分

評

な財産調査を行い滞納

価

処分を進めるなどして

項

、より高い収納率を維

目

持

していきたい。
現年

内

度に実施可

能な改善･

容

調整事

項

令和７年度以

評

降は、課全体として、

価

徴収レベルの維持や、

結

徴収の方針の後継に力

果

を入れて

いきたい。
翌

成

年度以降に実

施可能な

果

改善･調

整事項

事業名

指

内容、理由、時期等

今

標

後、改善･拡大

する事

は

業

事業名(仮称) 内容

目

、理由、時期等

今後、

標

実施すべき

新規事業

事

値

業名 内容、理由、時期

を

等

今後、休廃止する

事

達

業

成していますか 目標達成 ○

 （１）有効性 大施策に貢献して


